






一方で，「被災地現地調査」や「復興まちづくり支
援」の活動については，表 3の問 2のアンケート
調査結果を確認すると，「技術系」の「技術士」に
よる活動となっている。
　活動内容に示す「会議・勉強会」は，被災者の
支援活動を行うことを目的としたものである。ま
た，「報告会」は，被災者支援の活動実績を報告
する講演会等を開催したものである。「会議・勉
強会」や「報告会」については，被災者支援に直
接関わるものではないが，「広島県士業連絡会」は，
広島県内の「専門士業団体」が協力して，効率的・
効果的な災害復興支援活動を展開することを目的
としている。そのため，「会議・勉強会」や「報告
会」については，「広島県士業連絡会」の目的と関
連するため，問 2の活動内容として整理した。

7 ．被災者支援の活動上の解決したい課題
　分析に使用するサンプル数は，表 3に示す問 1
の「広島県士業連絡会」の被災者支援の活動に参
加した11団体を対象とした。
　分析方法は，まず表 3の問 4の回答結果を用い
て，「当てはまる： 4点」，「少し当てはまる： 3点」，
「あまり当てはまらない： 2 点」，「当てはまらな
い： 1点」と点数化した上でそれぞれの課題項目

の平均値を算出し課題全体の傾向を把握する。次
に，「専門分野」別の課題を分析する。専門分野は，
問 3 の専門分野別の回答結果（法律系 n＝ 5，技
術系 n＝ 2，福祉系 n＝ 3）を用いて分析した。
ただし，経営・税務系については，回答が 1団体
であったため分析から除外した。
　分析結果を図 6に示す。この図の左のスネーク
チャート図より，課題全体を見ると，12項目のす
べての課題において，平均値が2.5以上を超え，
課題として認識されている。この12項目の中でも
特に，「⑤支援活動の情報発信の迅速化」や「②行
政との連携」の 2項目において，平均値が3.5を超
え，「⑤支援活動の情報発信の迅速化」や「②行政
との連携」が重要な課題として認識されている。
　続いて，この図の右に示す「専門分野別」の課
題を見ると，「法律系」では，「技術系」や「福祉系」
に比べて，「③士業専門家との連携」及び「⑪専門
家の人材育成」の平均値の差が0.6点と最も高い傾
向にあるため，「法律系」では，「技術系」や「福
祉系」に比べて，「③士業専門家との連携」及び「⑪
専門家の人材育成」の課題を重視している。
　平成30年 7 月豪雨において，被災者の生活再建
支援を行った広島県地域支え合いセンターが見守
り世帯を対象にした聞き取り調査をとりまとめた
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図 6　被災者支援の活動上の解決したい課題
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報告書17）では，被災者の相談支援内容は，生活再
建や生活福祉，医療，介護，メンタル面などの課
題が複合化していると述べている。図 7に示す専
門分野別の活動内容を見ると，「法律系」では，「技
術系」や「福祉系」に比べて，「被災者相談」への
対応が68％と最も高い。そのため，被災者からの
複合的な課題への対応が求められていることが
「③士業専門家との連携」や「⑪専門家の人材育成」
を課題として認識している要因の 1つとしてあげ
られる。
　「法律系」が「③士業専門家との連携」をより図っ
ていくには，「広島県士業連絡会」に加入してい
る団体の専門性の中身について，相互の団体の特
性をよく理解しておく必要がある。そのためには，
平時から各団体の専門領域に関する勉強会を開催
するなどして，各団体の専門性等の情報を共有し
ておく必要があると考えられる。また，大規模災
害が発生し，多くの「法律系」の専門家を被災地
に派遣するにあたっては，災害の法領域に詳しい
人材の裾野を広げておくための「⑪専門家の人材
育成」を行っておく必要があるものと思われる。
　また，「福祉系」では，「法律系」や「技術系」に
比べて，「⑫市民からの認知不足の解消」が平均
値の差が0.7点と高い傾向にある。そのため，「福
祉系」では，「法律系」や「技術系」に比べて，「⑫
市民からの認知不足の解消」の課題を重視してい
る。
　福祉団体は，対象者を限定したものが数多く存
在する18）。その 1例として，知的障害の分野では，

本人，その親，支援者等が中心となって発足した
「一般社団法人手をつなぐ育成会連合会19）」があり，
自身の不安や課題を自身で解決したいという思い
が強く反映していると考える。その団体に結びつ
いた方は，会の存在や活動について理解するため
の機会となるが，一般市民から見れば，何をどこ
へ相談すればよいか分からないことが，「福祉系」
の団体にとっては，「⑫市民からの認知不足の解
消」を課題として認識しているものと示唆される。
　令和 2年 9 月のヒアリング調査資料18）によると，
個人を中心に，その個人が所属する家族や地域を
単位とした「地域包括支援」が重視されている。
個人とは，子供，成人，高齢者，障害者等の様々
なライフステージにある住民である。「地域包括
支援」とは，個人が抱えている課題を中心として，
それを取り巻く家族や地域がチームの一員となっ
て課題解決をしていくことが地域の課題解決にも
繋がるという考え方である。このように，「福祉系」
の団体が「地域包括支援」という視点を持って，
個人の課題解決に関わっていくことが地域からよ
り認知されていくものと考えられる。
　「技術系」では，「法律系」や「福祉系」に比べて
「⑦交通移動の円滑化を図る体制の充実」及び「⑧
安否確認・緊急連絡体制の充実」において平均値
の差が0.5点以上と高い傾向にあるため，「技術系」
では，「法律系」や「福祉系」に比べて「⑦交通移
動の円滑化を図る体制の充実」及び「⑧安否確認・
緊急連絡体制の充実」の課題を重視している。
2019年度広島県災害復興支援士業連絡会報告会資
料16）で具体的な活動内容等を見ると，「建築士会」
は，住宅被害の応急危険度判定や応急対策等に関
する活動が主体となっている。また，「技術士会」
は，斜面崩壊や土石流災害の復旧対策についての
活動を行っている。こうした応急危険度判定や斜
面崩壊等の復旧対策を行う上では，「技術士会」
や「建築士会」が現地調査を行い，応急・復旧対
策等の検討を行っている。大規模災害が発生する
と，斜面崩壊等により道路が遮断され，迅速に現
地調査を行うことが困難となってくる。このよう
に，道路交通が遮断されることで「⑦交通移動の
円滑化を図る体制の充実」を課題として認識され
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図 7　専門分野別活動内容
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ているものと考えられる。また，「建築士会」の
場合は，会員への連絡手段が電話のみの連絡手
段16）となっている。そのため，会員への連絡が迅
速に対応できず，「⑧安否確認・緊急連絡体制の
充実」を課題として認識しているものと推察でき
る。
　「技術系」では，「⑦交通移動の円滑化を図る体
制の充実」及び「⑧安否確認・緊急連絡体制の充
実」を図っていくためには，事業継続計画（以下
BCP）を作成する上で，初動体制の役割や指揮命
令系統を明確にするとともに，メールや SNSを
活用した一斉配信システムの確立や複数の連絡手
段を用いた安否確認訓練を平時から行っていく必
要があると考えられる。
　以上の分析結果を踏まえると，「法律系」や「福
祉系」，「技術系」の専門分野において，解決した
い課題の特徴があることが示された。一方で，専
門分野別の傾向については，サンプルサイズが小
さいため，結論が限定的でもある。

8 ．おわりに
　本研究では，災害発生時において，被災者支援
の担い手となる「広島県士業連絡会」で活動して
いる主体へのアンケート調査に基づいて，平成30
年 7 月豪雨を事例として，被災者支援の活動実態
及び活動していく上での解決したい課題について
定量的に分析し，考察した。まず，本研究で得ら
れた知見を以下に要約する。
　 1）平成30年 7 月豪雨を対象にした被災者支援
の活動について，「活動期間」や「専門分野」，「活
動内容」に着目した活動実態を把握した。活動期
間では，「復旧期」での活動が主体的となっている。
　専門分野では，「技術系」や「福祉系」に比べて
「法律系」が最も多くの活動している。「法律系」
の団体は，被災者への生活再建や復興に関する
様々な問題が「法律系」の相談に直結しているこ
とが要因として推察できる。活動内容では，「被
災者相談」や「災害 VCへの派遣」が主体となっ
ている。これらの活動は，「広島県士業連絡会」
が参加している「広島市災害ボランティア調整会
議」や「被災者の見守り・相談支援業務に関する

協定書」に基づいた活動となっている。
　 2）既往文献や講演会資料に基づいて，具体的
な課題項目を整理し，アンケート調査を用いて解
決したい課題を検証した。その結果，12項目の課
題の中でも特に，「⑤支援活動の情報発信の迅速
化」や「②行政との連携」が重視された課題であ
ることが示された。広島県の平成30年 7 月豪雨災
害における初動・応急対応に関する検証結果20）で
は，「専門ボランティア」の派遣まで時間を要し
たことが情報発信の課題として取り上げられ，こ
の改善策としては，被災者の生活支援ニーズを「地
域支え合いセンター」へ繋げる仕組みの検討が必
要であると指摘している。これらを参考にすると，
「広島県士業連絡会」と協定を結んでいる「広島県
社会福祉協議会」と大規模災害時の「初動期」の
情報共有ができる体制づくりが重要であると考え
る。
　専門分野別の解決したい課題については，「法
律系」，「技術系」，「福祉系」の専門分野別の課題
に特徴があることを明らかにした。
　「法律系」では，「技術系」や「福祉系」に比べて，
「③士業専門家との連携」及び「⑪専門家の人材育
成」を課題として重視し，また，「福祉系」では，「法
律系」や「技術系」に比べて，「⑫市民からの認知
不足の解消」を課題として重視している。さらに，
「技術系」では，「法律系」や「福祉系」に比べて「⑦
交通移動の円滑化を図る体制の充実」及び「⑧安
否確認・緊急連絡体制の充実」が課題として重視
されていることがわかった。こうした専門分野別
の解決したい課題の特徴を考慮した上で，第 7章
及び第 8章の知見を踏まえて，改善点を以下に提
案する。
　（1）「法律系」が「③士業専門家との連携」をよ
り図っていくには，「広島県士業連絡会」に加入
している団体の専門性の中身について，相互の団
体の特性をよく理解しておく必要がある。そのた
めには，「広島県士業連絡会」の事務局となって
いる日本司法支援センター広島地方事務所が橋渡
しとなり，平時から各団体の専門領域に関する勉
強会を開催するなどして，各団体の専門性等の情
報を共有しておくことが必要である。また，災害
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の法領域に詳しい人材の裾野を広げておくために
は，平時からの研修会等への取り組みにより「⑪
専門家の人材育成」を図っていく必要があるもの
と考えられる。
　（2）「福祉系」の団体が行う日常業務の相談の中
で，個人に対する避難方法やルートを当事者と一
緒に考えたり，発災直後の連絡方法等を想定する
など，平時から発災時のことを想定した視点を
持って対応することで，自らの発信力も強化され，
地域へ認知されていくものと思われる。
　（3）「技術系」では，「⑦交通移動の円滑化を図
る体制の充実」を改善するには，「広島県」や「広
島市」と道路通行規制等の交通情報の共有化を図
るための初動体制を構築することが重要である。
また，「⑧安否確認・緊急連絡体制の充実」を図っ
ていくためには，メールや SNSを活用した一斉
配信システムの確立をするとともに複数の連絡手
段を用いた安否確認訓練を平時から行っていく必
要があろう。
　本研究では，「専門ボランティア」としての「広
島県士業連絡会」に焦点を当て，被災者支援の活
動実態や団体が活動していく上での「専門分野別」
の解決したい課題の特徴を明らかにした。
　津久井13）は，災害ケースマネジメントガイド
ブックの中で，行政だけではなく専門家や民間団
体が相互に連携し，被災者一人一人に寄り添った
支援を行っていくことが重要であると指摘してい
る。こうした中で，被災者支援の担い手となる「専
門ボランティア」の果たす役割は大きいと考えら
れる。
　今後の研究課題としては，全国で活動している
「専門士業」の団体サンプルを蓄積し，本研究で
得られた知見を検証していくことが必要である。
また，「広島県士業連絡会」に加入している団体
に対して，個別にヒアリング調査等を行い，本研
究で提案した改善点を検証するとともに，団体ご
とに具体的な改善策を検討していく必要がある。
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補注
［ 1］ 地震や暴風，豪雨，津波等の自然災害により

生活基盤に被害を受けた者。
［ 2］ 大原ハイツの住民で組織された大原ハイツ復

興の会。
［ 3］ 6 月28日～ 7 月 8 日までの期間を平成30年 7

月豪雨とした。
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要　　旨

　今後，気候変動の影響による水害・土砂災害等の発生が懸念されている中で，大規模災害時
において，被災者支援の担い手となる「専門ボランティア」の果たす役割は大きい。そのため，「専
門ボランティア」の活動実態や活動を行う上での解決したい課題を明らかにすることが，今後
の効果的な被災者の支援活動を行っていく上で極めて重要であると考えられる。
　そこで，平成30年 7 月豪雨で最も甚大な被害を受けた広島県において，災害ボランティアセ
ンターや地域支え合いセンターと連携して被災者支援の活動を行った「専門ボランティア」とし
ての「広島県災害復興支援士業連絡会」に着目し，アンケート調査を通じて，被災者支援の活動
実態や活動していく上での解決したい課題を定量的に明らかにした。
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